




の経済活動が ｢地域固有の自然環境と共生可能な社会経済的空間を形づくる｣ (吉田 (    ,     )) のである｡ したがって, 企業に対する政策を考える場合, 地方自治体には中小企業
を中心とした支援施策が求められることになる｡
愛媛県東温市では    年３月に ｢東温市中小零細企業振興基本条例｣ を愛媛県内で初めて制
定し, そうした中小企業振興策を全国に先駆けて取り組んできた｡ これは ｢中小企業憲章｣ が
内閣府において閣議決定されたことを受けたものである｡ 政府が中小企業支援を表明した ｢中
小企業憲章｣ の閣議決定は各地での中小企業振興基本条例の制定を促した｡ しかし, 多くの場
合, 実効性のある支援施策を実施するところまでは至らず, 理念条例にとどまっている｡ 一方,








倉 田 知 秋＊＊
＊ 筆者は, この東温市の第１回 ｢東温市市内企業現状把握調査｣ を   の学術調査員として調査報
告書作成の実務にあたり, この第２回調査報告書もメンバーとして分析するほか, 執筆者の一人とな
っている｡ 筆者はこれまでに東温市産業創出課, 商工会, 円卓会議, 市内企業からヒヤリングを実施
し, 東温市の状況や市内事業所の現状を数回視察した｡ 東温市及び立教大学   政府統計部会の許
可を受けた上で, 以上の内容が本論文に含まれる｡





(    ,     ) では, 中小企業振興基本条例の必要性と根拠は持続可能な地域経済を実現する
ために地域経済振興の新たな理念を確立することにあるとしている｡ そして, その目的は内発
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なっている｡ 中小企業は地域の雇用２) を支えており, 地方経済の発展において, 中小企業の役
割はいっそう大きいものとなっている｡ 東温市では, 総合計画において重要な政策の一つとし
て雇用の促進と確保をあげている｡ また, 愛媛県東温市 (    )３) において, 基本目標１とし
て ｢安定した雇用環境をつくる｣ を挙げ, その中で就業機会の拡大を掲げている｡ 東温市には,








ついて産業別に分析する｡ 特に, 人手不足の事業所の状況を明らかにする｡ また, 数量化３類







とが多く, より地域と密着している｡ 伊藤 (    ,      ) では中小企業の地域効果４) を示し
て, 中小企業が地域に果たす役割は経済的な側面だけでなく, 社会的側面からも重要であると
している｡ 中小企業の経済社会への影響は大きく, 中小企業がほとんどを占める地方圏５) でい
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２) 地方圏における中小企業の雇用については海上 (    ) で実証分析されている｡
３) 東温市ホームページより｡ (                                                                                      )
４) ①地域就業・所得効果, ②地域知識創出・地域内情報伝播効果, ③人材教育, 経営者, 起業家教育
効果, ④地域技術革新効果, 地域産業イノベーション効果, ⑤地域文化形成効果, ⑥地域形成効果で
ある｡







効果が見込まれる｡ しかし, 企業誘致の場合, 誘致した企業と地域産業との取引関係が密接で
はなく, 地域企業への波及効果は望めないかもしれない｡ また, 地域との結びつきが弱いため
流動的に地域外へ移転してしまう可能性もある｡ 企業誘致による地域活性化は不確実な要素が





された｡ ｢中小企業憲章｣ は  の ｢小企業憲章｣９) に倣ったものであり, 政府が日本経済にお
ける中小企業の重要性を示したものである｡ ｢中小企業憲章｣ において, 地域の雇用の大部分
を支える中小企業を ｢経済を牽引する力であり, 社会の主役である｣ と位置づけ, 日本経済の
発展のためには, ｢意欲を持って努力と創意工夫を重ねることに高い価値を置かなければなら






の強い決意が表れている｡ また, ｢中小企業憲章｣ では, 積極的な中小企業の発展性を述べる
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６) 吉田 (    ,      ) は持続可能な社会経済建設の基本的観点として, 地域内経済循環力を高めた
個性豊かな地域経済づくりを主張している｡
７) 河藤 (    ,     ) を参照｡
８) 経済産業省ホームページより｡ (                                                      ) (最終アクセス日：    年５月  日)
９) 三井 (    ) では  の ｢小企業憲章｣ を中心とした中小企業政策の展開について, その意義と役
割を考察している｡  ) 複眼的中小企業論 (黒瀬 (    )) のような中小企業観を示しているものと思われる｡
寄せている｡

























  ) ｢中小企業憲章｣ は中小企業家同友会を中心とする中小企業経営者の運動に応えたものであり, 中
小企業振興基本条例の各地への広がりは中小企業家同友会の役割も大きかった (渡辺・小川・黒瀬・
向山 (    ,      ))｡ また, 大林弘道 (    ) は中小企業憲章制定という観点から, 中小企業団体
の動向の意義を検討し, 欧米の中小企業政策の展開からその重要性を指摘している｡  ) 渡辺・小川・黒瀬・向山 (    ,      ) 参照｡  ) 菊地 (    ) において, 中小企業振興基本条例の基本方針は, 総合計画などの自治体全体の政策体




皆調査を実施している｡ この悉皆調査の目的は, 吉田 (    ,      ) によれば, 地域の可能
性を探り, 調査研究を行い, 地域の長所や弱点を見出すことにあった｡ そして, 墨田区による
この実態調査分析の結果は中小企業振興基本条例の制定に有用であっただけではなく, 支援施





ようになり, 中小企業振興の取り組みが模索されるようになった｡ こうした動きのなかで, 東
温市は    年３月に ｢東温市中小零細企業振興基本条例｣ を愛媛県内で最初に制定した｡ 東温
市では, 墨田区のモデルのように, 中小企業振興基本条例, 地域関係者による ｢東温市中小零
細企業振興円卓会議｣, 独自の実態調査の３本柱で中小企業振興を進めている｡
柱の１つである実態調査は, 東温市の中小企業振興基本条例の制定に際してきわめて大きな
意味を持った｡ 中小企業振興基本条例の制定には, 首長, 行政各部署, 議会, 地域の企業経営
者, 経済団体, 金融機関, 研究機関などの連携・協力が必要であり, 制定後には支援施策を展
開していくうえでもその関係は重要である｡ しかし, それぞれの立場において, 地域に対する
現状認識や自治体の政策に対する意見がある｡ 中小企業振興基本条例の制定やその条例に基づ
いた中小企業支援の施策を行っていくためには現状に関する共通認識が欠かせない｡ したがっ
て, このような実態調査が重要な役割を持つことになる｡ 東温市では条例制定のために,     
年  月から    年  月にかけて第１回 ｢東温市市内企業現状把握調査｣ が実施され中小企業振
興に関する課題を探った｡ その結果に基づいて ｢東温市中小零細企業振興基本条例｣ が制定さ
れたのである｡
さらに, 事業所実態調査結果は ｢東温市中小零細企業振興基本条例｣ の特徴にもあらわれて
いる｡ 第一に, 条例名に ｢零細｣ という言葉が挿入されたことである｡ ｢東温市市内企業現状
把握調査｣ の結果, 市内事業所の約  ％がきわめて小さい規模の事業所であることが明らかと
なり, さらに東温市事業所全体に対する正規従業者５人未満の事業所は   ％にもなった｡ 実
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あまりない｡ そこで東温市は小規模という言葉ではすべての市内事業所を捉えきれないと考え,
そういったきわめて小規模な零細事業所も振興基本条例の対象であるということを強調するた




意識し協力・連携を求めていることである｡ 条例の構成は, 前文, 目的, (主体の) 定義, 基
本理念, 基本方針, 市の役割, 事業者の役割, 経済団体の役割, 学校の役割, 金融機関の協力,
市民の理解と協力, 東温市中小零細企業振興円卓会議となっている｡ 市, 事業者, 経済団体,
学校, 金融機関の役割を強調し協力・連携を期待し, ｢東温市中小零細企業振興円卓会議｣ の
設置を規定している｡ 条例の理念を実現するためには具体策を検討する審議機関である円卓会
議が必要である｡ 条例制定後, 東温市は円卓会議を設置し, 市, 中小企業の経営者, 経済団体,
金融機関, 研究機関, 市民といった関係主体の代表で編成した｡ そこでは市内事業所の振興施






にし, 上述の第１回 ｢東温市市内企業現状把握調査｣ が最初に実施された  )｡ そして, ｢東温
市市内企業現状把握調査｣ 実施後, はじめに単純集計で結果が公表されたが, さらに個票によ








現在, ｢東温市市内企業現状把握調査｣ が実施されてから５年が経ち, 中小企業振興基本条
愛媛県東温市における雇用の状況と求められる人材    









した分析を速報形式で行うことにする｡ したがって, 次節以降の図表は主に ｢東温市事業所現
状把握調査｣ に基づいて作成されたものである｡    年に行われたこの調査は, すべての市内事業所を網羅するために総務省統計局 ｢経済セ
ンサス―基礎調査｣ の調査情報を独自集計した事業所名簿や商工会名簿を利用して事業所のマ





討・実施されている｡ 東温市の中小零細企業支援施策を示した愛媛県東温市 (    )  ) によれ
ば, １次産品や地域資源を活用した商品開発支援, 販路拡大補助, 資金融資や利子補給, 固定








立教経済学研究 第  巻 第１号     年   
  ) ただし, 雇用の状況を分析するために, 本研究では調査対象となっている産業 ｢宗教｣ (寺社等)
と非営利企業を除いた   件を分析対象とする｡  ) 東温市ホームページより｡ (                                                                                      ) (最終アクセス日：    年５月  日)
愛媛県東温市における雇用の状況と求められる人材    
表１ 2016年 ｢東温市事業所現状把握調査｣ (抜粋)
１. 貴事業所の概要について
２. 経営状況について  貴事業所の現在の売上高, 利益は, ３年前の同じ時期と比較してどのようでしょうか｡
以下より該当するものを１つ選び, その番号に○を付けてください｡
＊３年以内に新設した事業所は ｢６. 新設｣ をお選びください｡  貴事業所の現在の人手の過不足感について, 該当する番号１つに○を付けてください｡  貴事業所の現在の業況 (事業の状況) について該当する番号１つに○を付けてください｡
３. 経営計画・事業所の強み・インターネット活用等について
４. 雇用・採用・教育について  ３年前と比較した貴事業所の従業員数の増減について, 該当する番号１つに○をつけてください｡
＊３年以内に新設した事業所は ｢６. 新設｣ をお選びください｡ 移転した事業所は移転前と比較してください｡  今後必要な人材に求める資質や知識・経験について, 特に重要と考えるものにそれぞれ３つまで








１. 農林業 ２. 建設業 ３. 製造業 ( ) ４. 電気・ガス・水道業
５. 情報通信業 ６. 運輸業, 郵便業 ７. 卸売業 ８. 小売業 ９. 金融, 保険  . 不動産業   . 研究, 専門・技術サービス業   . 宿泊, 飲食業  . 生活関連サービス, 娯楽業   . 教育・学習支援業   . 医療業  . 社会保険・社会福祉・介護事業   . 郵便局, 協同組合   . 宗教  . その他サービス業 ( )
売上高 １. 大幅に増加 ２. やや増加 ３. 横ばい ４. やや減少 ５. 大幅に減少 ６. 新設
利 益 １. 大幅に増加 ２. やや増加 ３. 横ばい ４. やや減少 ５. 大幅に減少 ６. 新設
過不足感 １. 過剰 ２. やや過剰 ３. 適正 ４. やや不足 ５.不足
過剰の場合…… (１. 正社員が過剰 ２. 臨時・パートが過剰 ３. ともに過剰)
不足の場合…… (１. 正社員が不足 ２. 臨時・パートが不足 ３. ともに不足)
現在の業況 １. 良い ２. やや良い ３. 普通 ４. やや悪い ５. 悪い
現在の従業員数 １. 大幅に増加 ２. やや増加 ３. 横ばい ４. やや減少 ５. 大幅に減少 ６. 新設
資 質
１. 協調性 ２. 責任感 ３. 自主性 ４. 創意工夫 ５. 粘り強さ ６. 交渉力
７. その他 ( )
知識・
経験
１. 経理 ２. 労務 ３. 営業 ４.   活用・パソコン ５. 企画・マーケティング
６. 語学 ７. その他資格を含む能力 ( )
２. 東温市経済の状況
(1) 東温市の特徴











はじめに ｢東温市事業所現状把握調査｣ から東温市事業所の状況を確認する｡ 事業所を産業
別にみたものが表３である｡ 東温市事業所の構成比から ｢小売業｣ が最も多く, ｢製造業｣,
｢建設業｣ が続く｡     年経済センサス基礎調査の事業所数から算出した特化係数で見ると,
事業所数が少ない産業を除けば, ｢運輸業, 郵便業｣ が   と最も大きい｡ 市内産業構成比で
大きい小売業は   と全国をやや上回る程度である｡ ｢農林業｣, ｢電気・ガス・水道業｣, ｢情
報通信業｣, ｢郵便局, 協同組合｣ は事業所数が少なく分析が困難であるため, 以下の表からは
省略する  )｡
表４から従業員規模をみると, ５人以下の事業所は全体の   ％をしめており, 市内事業所
の規模は小さい｡ 特化係数の大きかった ｢運輸業, 郵便業｣ や ｢社会保険・社会福祉・介護事
業｣ は市内の中では規模が大きい｡ これらの結果から東温市は事業所数ベースでみると流通関
連, 福祉関連の産業の割合が比較的大きいことが明らかだろう  )｡
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  )     年国勢調査より｡  )     年国勢調査より｡ 松山市を中心に通勤・通学が活発である地域であることから, 総務省統計局
において ｢都市圏｣ に設定されている｡  ) 松山都市圏の通勤移動については倉田 (    ) 参照｡  ) 事業所数が少ない産業は割合が大きくなりやすくその状況を分析する際に判断が難しいため議論か












































































































































































































































































































ある｡   値は－   ％となっており, 全体として東温市の経済は良好とはいえない｡ ただし,
｢普通｣ と回答している事業所が多く, 大きな変化がない様子も見られる｡ 産業別でみると,
産業によって大きく異なる状況であることが表５からわかる｡ 全体の業況と同様に ｢悪い｣ と
する産業も多く, 特に ｢小売業｣ が  値－   ％, ｢宿泊, 飲食業｣ が－   ％, ｢生活関連

















農林業            
建設業                
製造業                
電気・ガス・水道業           
情報通信業           
運輸業, 郵便業             
卸売業             
小売業                
金融, 保険             
不動産業, 物品賃貸業             
研究, 専門・技術サービス業             
宿泊, 飲食業              
生活関連サービス, 娯楽業              
教育, 学習支援業             
医療業             
社会保険・社会福祉・介護事業             
郵便局, 協同組合            
その他サービス業             




   ％, 減収減益が   ％となっている｡ 売上と利益で見る限り, 市内事業所の極めて厳しい
現状がみられる｡ 増収減益や減収増益の事業所割合が小さいことから売上と利益の推移には同
傾向がみられる｡ そこで産業別の売上推移についてのみ見ることにし, それを表７で示した｡





５人以下 ６～  人   ～  人   ～  人   人以上
建設業                     
製造業                       
運輸業, 郵便業                       
卸売業                      
小売業                      
金融, 保険                    －
不動産業, 物品賃貸業               －   
研究, 専門・技術サービス業            － － －
宿泊, 飲食業                     
生活関連サービス, 娯楽業                   
教育, 学習支援業                    
医療業                     
社会保険・社会福祉・介護事業                      
その他サービス業                    
全 体                      
(出所) ｢東温市事業所現状把握調査｣ より作成｡
(出所) ｢東温市事業所現状把握調査｣ より作成｡
図１ 現在の業況 (左) と５年後の見通し (右)
しかし, その他の産業はほぼ減少傾向にあり, 特に ｢生活関連サービス, 娯楽業｣ の落ち込み





って全く異なることが見えてくる｡ ｢教育, 学習支援業｣ をはじめ, ｢生活関連サービス, 娯楽
業｣, ｢宿泊, 飲食業｣, ｢医療業｣, ｢小売業｣ は縮小を予想している｡ 一方, ｢運輸業, 郵便業｣,
｢金融, 保険｣ や ｢社会保険・社会福祉・介護事業｣, ｢卸売業｣ は成長とする事業所割合の方
が大きい｡ 特に, ｢卸売業｣ と ｢研究, 専門・技術サービス業｣ の多くの事業所は現在の業況













  値 成 長 現状維持 縮 小   値
建設業                 －                    －   
製造業                 －                      
運輸業, 郵便業                                     
卸売業                －                      
小売業                 －                    －   
金融, 保険                                    
不動産業, 物品賃貸業               －                   －  
研究, 専門・技術サービス業                －                    
宿泊, 飲食業               －                   －   
生活関連サービス, 娯楽業                －                   －   
教育, 学習支援業               －                   －   
医療業                －                  －   
社会保険・社会福祉・介護事業                                      
その他サービス業               －                     





大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
利
益
大幅に増加               
やや増加                
横ばい                
やや減少                
大幅に減少                
(出所) ｢東温市事業所現状把握調査｣ より作成 ( ＝   )｡
は悪いが, ５年後の見通しは成長を予想しており, 今後の改善を見込んでいる｡
ここまでの東温市の事業所の状況を見ると, 産業によって異なる状況が見えてきた｡ ｢運輸
業, 郵便業｣, ｢社会保険・社会福祉・介護事業｣ は事業所数, 規模のどちらから見ても比較的







結果を図２で示している｡ 適正と回答した事業所が６割を越える｡ しかし, 表８で示したよう






大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
建設業                       
製造業                       
運輸業, 郵便業                      
卸売業                       
小売業                       
金融, 保険    －              
不動産業, 物品賃貸業    －                
研究, 専門・技術サービス業    －               
宿泊, 飲食業                      
生活関連サービス, 娯楽業    －                
教育, 学習支援業                     
医療業    －                
社会保険・社会福祉・介護事業                     
その他サービス業                      
全 体                       
(出所) ｢東温市事業所現状把握調査｣ より作成｡
労働経済動向調査  ) から全国の状況と比較すると, 全体としては, ｢運輸業, 郵便業｣ にお
いて東温市の方の  値が高くなっている｡ 前節の結果で業況の良かった産業で人手不足の割
合が高い傾向がみられる｡ 正社員の過不足に関しては, 表９から東温市の労働不足の傾向は弱
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不足 過剰    不足 過剰   
全 体                          
建設業                          
製造業                         
運輸業, 郵便業                         
卸売業                         
小売業                          
金融, 保険                      
不動産業, 物品賃貸業                         
研究, 専門・技術サービス業                       
宿泊, 飲食業                       
生活関連サービス, 娯楽業                        
教育, 学習支援業                       
医療業                         
社会保険・社会福祉・介護事業                         
その他サービス業                         






臨時・パート 常用労働者 正社員等 臨 時 パートタイム 派遣労働者





建設業              
製造業               
運輸業, 郵便業              
卸売業               
小売業               
金融, 保険 － － － －
不動産業, 物品賃貸業           －
研究, 専門・技術サービス業           －
宿泊, 飲食業              
生活関連サービス, 娯楽業               
教育, 学習支援業           －
医療業              
社会保険・社会福祉・介護事業              
その他サービス業               
全 体                
(出所) ｢東温市事業所現状把握調査｣ より作成｡




大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
建設業                     
製造業    －               
運輸業, 郵便業                     
卸売業    －               
小売業                      
金融, 保険   －             －
不動産業, 物品賃貸業    －            －
研究, 専門・技術サービス業    －               
宿泊, 飲食業    － －           
生活関連サービス, 娯楽業    －              
教育, 学習支援業    －             －
医療業                   －
社会保険・社会福祉・介護事業                    
その他サービス業    －             －
全 体                      
(出所) ｢東温市事業所現状把握調査｣ より作成｡
表10 人手不足事業所における産業別の業況, 売上推移, ５年後の見通し
事業所数
業況 (％) 売上 (％) ５年後の見通し (％)
良 い 普 通 悪 い 増 加 横ばい 減 少 成 長 現状維持 縮 小
建設業                                        
製造業                                       
運輸業, 郵便業                                       
卸売業                                       
小売業                                        
金融, 保険   －      －      － － －      －
不動産業, 物品賃貸業                                       
研究, 専門・技術サービス業                        －      － －
宿泊, 飲食業                                      
生活関連サービス, 娯楽業                                      
教育, 学習支援業            －         －            
医療業                                       
社会保険・社会福祉・介護事業            －                     －
その他サービス業                                    
全 体                                        
(出所) ｢東温市事業所現状把握調査｣ より作成｡
まる｡ その一方で, ｢運輸業, 郵便業｣ は全国より東温市の方の不足が高い｡ 臨時・パートの
過不足については ｢宿泊, 飲食業｣ や ｢建設業｣ で不足が東温市においてより割合が高くなっ
ている｡
次に, 人手不足の事業所に限って業況, 売上推移と５年後の見通しをみてみる｡ それが表10
である｡ 業況も売上もともに不調が好調を上回っているのは ｢小売業｣ と ｢宿泊, 飲食業｣ の
みであり, それほど現在の業況に大きな課題は見られない｡ また, ５年後の見通しをみると,
｢宿泊, 飲食業｣ を除いたすべての産業で成長の割合が縮小を上回っている｡ 唯一 ｢宿泊, 飲
食業｣ がすべての項目で悪化の傾向を示した｡ 逆に, すべての項目で良好な傾向を示したのは




が従業員数横ばいとなっている｡ その中でも人手の不足割合が高い ｢運輸業, 郵便業｣ では事
業所によって差はあるもののやや減少傾向にある｡ また, 臨時・パートで不足割合が高かった





増 加 横ばい 減 少   値 (減少 ‒増加)
建設業                   
製造業                －   
運輸業, 郵便業                  
卸売業                －
小売業                  
金融, 保険   － －          
不動産業, 物品賃貸業   －            
研究, 専門・技術サービス業               －
宿泊, 飲食業    －            
生活関連サービス, 娯楽業    －            
教育, 学習支援業               －
医療業   －      － －
社会保険・社会福祉・介護事業                －   
その他サービス業                －   
全 体                    
(出所) ｢東温市事業所現状把握調査｣ より作成｡
全体的な結果であるので, 次に人手不足事業所に限定して従業員数の増減を表12に示した｡
｢社会保険・社会福祉・介護事業｣, ｢その他サービス業｣, ｢製造業｣ では従業員数を増加させ
ている｡ 一方, ｢宿泊, 飲食業｣, ｢小売業｣, ｢生活関連サービス, 娯楽業｣ では減少傾向がみ




化３類を行った｡ 調査項目は表14にある  項目である  )｡ 資質, 知識・経験に関して数量化を
行った結果固有値, 寄与率, 相関係数は表13のようになった｡ 主成分分析と異なり, 数量化３
類は定性データの分析であるため寄与率が概して低い｡ この結果も寄与率は低い｡ しかし, 第
２軸まで相関係数は  を上回っていることから第２軸までを分析対象とする｡ 第１軸と第２
軸に基づいたカテゴリスコアは表14のようになっている｡ 第１軸は ｢交渉力｣, ｢企画・マーケ
ティング｣ の値が大きく, ｢労務｣, ｢粘り強さ｣ が小さい｡ したがって, この軸を外向的資質
要因と呼ぶことにする｡ 一方, 第２軸は ｢語学｣ が最も大きく, それに ｢自主性｣, ｢  活用
・パソコン｣ が続く｡ 小さい値をとったのが ｢経理｣, ｢交渉力｣ である｡ そこで第２軸を個性
的能力要因と呼ぶことにする｡
これらのカテゴリスコアを散布図で示したのが図３である｡ ｢協調性｣ と ｢責任感｣ の位置
が近く中心にあることから, 多くの事業所がこの二つの資質を重要と考えていることがわかる｡
また, 事業所数は多くないが ｢労務｣ と ｢粘り強さ｣ が近く人材育成に関心が強い事業所が存
在していることを示していると推測される｡
経団連の ｢    年度新卒採用に関するアンケート調査結果｣  ) によれば選考時に重視する要
素の上位５項目は, コミュニケーション能力, 主体性, チャレンジ精神, 協調性, 誠実性とな
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  ) それぞれ３つまでの複数選択であるため, 事業所の要望が幅広く捉えられているが, 分析に関して
は幾分あいまいになってしまっていると思われる｡  ) 日本経済団体連合会ホームページより｡ (                                             ) (最終アクセス日：    年５月  日)
表13 固有値, 寄与率, 相関係数
固有値 寄与率 (％) 累積寄与率 (％) 相関係数
第１軸                  
第２軸                  
第３軸                  
第４軸                  
っている｡ これらの項目は時系列でみても変わらず毎年上位にある｡ 本調査のアンケートで多




















経 理       －     
労 務 －      －     
営 業       －       活用・パソコン            
企画・マーケティング       －     
語 学            
図３ 資質, 知識・経験のカテゴリスコア
さらに産業による相違を見るために, 産業別に事業所のサンプルスコアの平均値を算出し同
様に散布図で表したのが図４である｡ ただし, 重なる項目が多くなるため, 極端な値をとって
いる交渉力と語学を除いて中心部を示した｡ ｢情報通信業｣ や ｢金融, 保険｣ は外向的資質要
因が強い｡ 一方, ｢農林業｣ は内向的である｡ ｢教育, 学習支援業｣ は個性的能力要因が強く
｢語学｣, ｢自主性｣ に近い｡ ｢不動産業, 物品賃貸業｣ はやや外向的であり ｢経理｣ に近い位置
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  ) 労働政策研究・研修機構ホームページ ｢企業の人材ニーズ等に関する調査｣     年  月｡ (                                                      ) (最終アクセス日：    年５月  日)
図４ 産業のサンプルスコア
特に, ｢宿泊, 飲食業｣, ｢運輸業, 郵便業｣, ｢建設業｣ で不足している｡ 東温市では, ｢運輸業,
郵便業｣ においてその傾向は全国よりも強いことを示した｡ また ｢人材 (人手) 不足の現状等
に関する調査｣  ) では人材不足が企業経営や職場に及ぼす影響を調査している｡ その調査によ





｢宿泊, 飲食業｣ はこれにあたるだろう｡ 人手が不足している事業所において, ｢宿泊, 飲食業｣
だけが業況, 売上推移, ５年後の見通しがすべて悪化している状況をみた｡ そして, 従業員数
も減少傾向となっている｡ これは事業の悪化が人手不足をもたらしていると考えることができ
るだろう｡ ｢小売業｣ も５年後の見通しは成長としているが, 業況, 売上推移は悪化しており,
従業員数は減少していることから ｢宿泊, 飲食業｣ と近い状況にあると考えられる｡ 逆に, 業
況, 売上推移, ５年後の見通しすべてが好調であった ｢社会保険・社会福祉・介護事業｣ では
従業員数の増加がみられる｡ ｢宿泊, 飲食業｣ とは反対の状況にあると推測される｡
また, 人手不足事業所において, 業況は悪いと回答しているにもかかわらず, 売上推移と５
年後の見通しは好調である産業も多かった｡ これらの産業ではそれぞれ産業全体では業況の悪
化がみられるため, 自事業所の状態よりも全体に影響されて業況を悪いと回答していると考え
られる｡ その中で ｢製造業｣, ｢卸売業｣, ｢その他サービス業｣ は従業員数を増加させており,




これらの産業とは唯一異なる傾向を示したのが ｢運輸業, 郵便業｣ である｡ ｢運輸業, 郵便
業｣ では業況, 売上推移, ５年後の見通しすべてが良好であっても従業員数が減少している｡
これについて一つの可能性としてマッチングの問題が考えられる｡ ｢運輸業, 郵便業｣ におい
て求めている人材を見つけることができない可能性である｡ 前節の分析から ｢運輸業, 郵便業｣
愛媛県東温市における雇用の状況と求められる人材    
  ) 労働政策研究・研修機構ホームページ ｢人材 (人手) 不足の現状等に関する調査｣     年  月｡
(                                                      ) (最終アクセス日：    年５
月  日)  ) 企業経営への具体的な影響としては, 需要増加の対応, 技術・ノウハウの伝承などがあげられてい
る｡ 職場への影響は, 時間外労働の増加・休暇取得数の減少, 人間関係や職場雰囲気の悪化などがあ
がっている｡
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